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1本日の狙い

□ 内外におけるサステナビリティ開示強化の動きを背景に、情報開示に向けて苦労されている
企業様・ご担当者様は多いと拝察します。

□ 当社でも、かねてより、積極的な情報開示に向けて舵を切る中、さまざまな面で苦労をし、工
夫を重ねながら取り組んでまいりました。

□ 当社の取り組みのご紹介を通じ、皆様の「実務的な一歩」を踏み出すためのヒントになれば
幸いです。
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所属紹介（コーポレートプロモーション部）



4所属紹介（コーポレートプロモーション部）

成り立ち 情報開示強化の潮流を背景に、2022年度に新設

ミッション 情報開示を通じた、経営の見える化・高度化への貢献

体制
計37名で構成される部署だが、情報開示については、

9名*（社内副業1名を含む）で実施
*情報開示と同時に、プロモーション（企業ブランディング）機能も担う
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相互会社としての日本生命と情報開示



6株式会社と相互会社の違い

株式会社 相互会社
根拠法 会社法 保険業法

構成員 株主 社員
（有配当保険のご契約者）

意思決定機関 株主総会 社員総会（総代会）

配当イメージ
※

※配当の仕組みの説明であり、金額の多寡や、会社形態の有利不利を説明したものではない。

剰余金

社員配当

剰余金

契約者配当

株主配当

○構成員（会社の所有者）や配当等につき、違いがある。



7なぜ、日本生命は「相互会社」形態を堅持しているのか

経営方針
との関係

「ご契約者の利益を優先し最大化する」という経営方針に、
相互会社の剰余金分配の仕組みが一致するため
ー株式会社における株主配当を考慮する必要がなく、剰余金の大半を
有配当保険のご契約者への配当とすることができる

長期的かつ
安定的な経営

長期的に安定的な経営を行うには、相互会社形態が適しているため
ー生命保険会社は、ご契約者に対し、確実に保険金・給付金等をお支払
いするために、長期にわたり財務の健全性を維持し、また、安定的な剰余
をあげる責任がある

○経営方針との関係、長期的かつ安定的な経営の観点から、相互会社を堅持。



8相互会社のステークホルダーとは

ご契約者 地域社会・地球環境
（当社に対する）
投資家である
劣後債債権者

投融資先 ビジネスパートナー
（取引先・提携先） 従業員

行政・自治体 NPO・業界団体等

○当社の株主は存在しないが、ご契約者をはじめとした、さまざまなステークホルダーが存在。

労働市場



9株主が存在しないにも関わらず、上場会社並みの情報開示を志向

○上場会社ではないため、「金融商品取引法」や「コーポレートガバナンス・コード」等の適用は受けな
いが、以下の理由から、上場会社並みの情報開示を目指している。

社会的影響 長期にわたる保障責任を負う生命保険事業の社会的影響の大きさ

機関投資家 機関投資家の立場として、対話を通じ、投融資先に、情報開示や脱
炭素の取り組みをお願い・サポートする立場でもあること

経営の高度化 情報開示という手段を通じ、他社との比較、社内外からのフィードバッ
クを受けることで、経営の高度化に貢献

ブランド ブランドイメージ向上、従業員のモチベーション・エンゲージメント向上
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日本生命グループのサステナビリティ経営



11日本生命グループのサステナビリティ経営

○日本生命グループは、「人」「地域社会」「地球環境」のサステナビリティ向上に貢献していく。
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日本生命の情報開示戦略



13情報開示のプロセス

○情報開示の目的は、経営の見える化・高度化。
○PDCAサイクルに当てはめ、「①情報発信」「②ステークホルダーの理解浸透」「③フィードバック」「➃
経営の高度化」の好循環サイクルを構築する必要。

情報発信 統合報告書等の開示媒体制作、日経SDGs経営調査回答等を通じた、
経営の見える化とその発信

ステークホルダー
の理解浸透

発信した情報を、ステークホルダーに届け、真にご理解いただく
－同時に従業員にも発信

フィードバック

経営の高度化
経営への提言と高度化
－情報開示を通じて得た気付きを、経営会議の諮問機関であるサステナビ
リティ委員会・プロモーションWG（次頁参照）にて報告・共有

ステークホルダー等からご意見をいただく
－日経統合報告書アワード、日経SDGs経営調査レポート含む

P

D

C

A



14情報開示のプロセス（P：情報発信）

○統合報告書等の制作方針、日経SDGs経営調査をはじめとしたランキングへの回答等、対外開
示に関する対応につき、関係部署間で議論するためのガバナンスを構築。
－サステナビリティ委員会の下部組織として、「プロモーションWG（ワーキンググループ）」を発足

取締役会

経営会議

諮問 報告

サステナビリティ経営に関する全社取り組み方針の策定、
対外開示に関する対応方針の策定、等

サステナビリティ委員会（年4～5回）

報告

➀人・地域社会、②地球環境、③プロモーション

サステナビリティワーキンググループ（月1回）

＜主な審議・検討テーマ＞
➀対外開示に関する対応方針の検討
➁プロモーション（企業ブランディング）
に係る対応方針の検討

＜メンバー＞
関係部署の部長

プロモーションWG
社長執行役員



15情報開示のプロセス（P：情報発信）

○日経SDGs経営調査をはじめとしたランキングへの回答を通じ、サステナビリティ取組の状況を見え
る化するとともに、未実施事項につき今後の方針を検討。

ランキングの
捉え方

・情報開示レベルの客観的指標
・サステナビリティ取組状況の見える化・他社比較の手段
・主要な新聞や雑誌に掲載されるため、企業の評判に影響

課題がある取組事項は、以下の観点から検討

□ 他社の好取組事例の分析

□ 世間の取り組みを参考に、改善に向けた取り組み・ステップを検討



16（トピックス）2万件の協力を得て創られた統合報告書の表紙

○情報開示に対する従業員の参画感を醸成する観点から、2万件の従業員向けアンケート結果を
基に、表紙を作成・決定。

 「人」「地域社会」「地球環境」の3領域に重点を
置いた、サステナビリティ経営を、3つのカラーと
デザインでイメージ化

 他の社内外刊行物や掲示物にも、当デザインを
活用し、統一的なコミュニケーションを展開



17情報開示のプロセス（D：ステークホルダー）

○ステークホルダーの理解浸透に繋がる効果的な情報発信となるよう、情報の受け手の立場に立っ
たわかりやすい情報発信を目指している。

開示媒体制作
上の留意点

統合報告書をはじめとした開示媒体を制作するにあたり、以下2点を意識。
① 納得性ある社内合意形成と必要十分な開示項目
② ストーリー性

➀納得性ある社内合意形成と
必要十分な開示項目

 プロモーションWGを中心とした、丁寧な議
論と合意形成

 必要十分な情報開示項目
－コーポレートガバナンス・コード等の
開示基準

➁ストーリー性

 教科書的な事実の羅列だけでなく、その背
景・考え方

 成果だけでなく、課題認識やその対応策
 体制・運営だけでなく、具体的な取り組み



18情報開示のプロセス（D：ステークホルダー）

○読み手のニーズに応じた効果的な情報発信を実施すべく、今後も工夫を重ねていく。

多様な
情報発信

統合報告書ダイジェストを制作し、手軽に当社を知っていただけるための機
会も創出。
－従業員向けに解説動画を提供

随時更新性
昨今、AIを活用した自動検索・分析を実施するユーザーも増えているため、
オフィシャルホームページにて、網羅的かつ随時更新された情報発信を目
指していく。



19情報開示のプロセス（D：ステークホルダー）

○情報開示媒体の位置づけを整理し、社内外から必要な情報にアクセスできるよう工夫。



20情報開示のプロセス（D：ステークホルダー）

○「統合報告書2023」は、保険毎日新聞で取り上げられた。

2023.8.29 保険毎日新聞 2面



21情報開示のプロセス（C：フィードバック）

○以下の方々からの意見を参考に、将来の改善に繋げていく。
○今後とも、社内外のステークホルダーからのフィードバックを得られる機会をより増やしていきたい。

項目 内容

社内外のステークホルダー ご契約者
従業員アンケート

有識者・専門家
サステナビリティ経営の専門家
－日経ESG経営フォーラム講師等
統合報告書・情報開示コンサルタント

日経統合報告書アワード 評価レポート



22（トピックス）情報開示に対する社内理解促進のために

○情報開示の目的をはじめとした社内理解促進のため、下記取り組みを実施。

コミュニケーション
➀情報開示の必要性・目的、②情報開示スタンスについて、プロモーショ
ンWG（執行役員・部長層）だけでなく、管理職や実務クラス層も含め、
複層的なレイヤーにて丁寧なコミュニケーションを実施。

情報開示の是非
にかかる
意思決定

情報開示には、想定外の影響や説明責任が伴うこともあることから、担当
部署だけで判断せず（担当部署だけのリスクにしない）、プロモーション
WGにて幅広い関係部署間で議論し、そのメリット・デメリットを含めて情
報開示の是非を判断。

目指すべき
旗印の設定 常に、数年先を見据えた目指すべき“旗印”を設定。
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今後の展望



24情報開示の目的を改めて考える

事業活動に伴い発生する、財務諸表には反映されない「外部不経済」の見える化
（事業活動を行ううえでの最低限の責任）

既存の会計の仕組みでは適切に補足できない「非財務情報」も、将来の企業価値創造の源泉



25今後の展望

○情報開示の高度化に向け、以下の点を意識し、さらなる高みを目指したい。

企業価値向上 社内外のコミュニケーションを最適化し、経営の見える化・高度化に貢献
することで、企業価値の向上に繋げる。

認知・好意形成 情報開示が、ステークホルダーの皆様に日本生命グループをご理解いた
だき、親しみを持っていただく機会になることを目指す。



26さいごに

□ お忙しい中、最後までお付き合いいただき、ありがとうございました。

□ 本日、一つでも、皆さまの「実務的な一歩」を踏み出すためのヒントになりましたでしょうか。
何か印象に残った点が一つでもあれば幸いです。

□ 今後も、皆さまのご意見を賜りながら、努力していきたいと思います。
ご指導のほど、よろしくお願い申しあげます。
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